
1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

　電話　　　　（　    　　　）072（423）9624

（現住所と異なる場合に記入してください）

元 ・6・１

8 7 6 5 4 3 2 1

円 円

  扶養親族等及び児童の数　　　  　人 円

円

(        　     -               ) 児童手当・特例給付　認定請求書
　本庁　・　山直　・　東岸和田　・　春木　・　桜台　・　八木　・　山滝

提出年月日 ※受付確認年月日

岸和田市長　様 令和　2　・　５　・ １ 令和  　　・　　　・

請求者の
個人番号氏名

（法人名等）

男・女
生年
月日

昭和

平成
・　　・

配偶者
の有無

有・無

１月１日時点の住所
(１～５月分は前年、
６～12月分 は本年)

前住所
（転入の
場合）

（転出予定日　令和　　　　　年　　　　月　　　　　　日）

（現住所と異なる場合に記入してください）

岸城町7番1号

岸和田　英子

キシワダ　イチロウ

キシワダ　エイコ

（フリガナ）

公金受取口座を利用する

※公金受取口座
登録済の人に限る

支　　店　　名

●●支店

カ　ナ　氏　名

キシワダ　イチロウ普通　1234567

名称

●●銀行

金

融

機

関

住所
（法人の主たる事務

所の所在地）

岸和田市

同一
・

維持

・未成年後見人
・父母指定者
・同居父母

監護の
有無

岸和田　一朗

　　年　　月

平成

令和
 　　　・　　　　　・ 同 ・ 別

 ア．被用者
 イ．公務員（勤務先：　　　　　　　　　）
 ウ．被用者等でない者

配偶者の
個人番号

（ﾌﾘｶﾞﾅ）

平成

令和
 　　　・　　　　　・

口　座　番　号

同 ・ 別

有
・
無

平成

令和
  2 ・５ ・１ 同 ・ 別

・未成年後見人
・父母指定者
・同居父母　　年　　月

同一
・

維持

配
 

偶
 

者
 

等

同上
同一
・

維持

・未成年後見人
・父母指定者
・同居父母

生年
月日

昭和

平成

配偶者の住所
（請求者と異
　なる場合）

配偶者
の氏名

※児童手当又は特例給付の支給要件の該当性を審査するため、市区町村が必要な税情報の公簿等の確認を行うことに同意します。

配偶者
の職業

生計
関係

１月１日時点の住所
 (１～５月分は前年、
 ６～12月分は本年）

平成

令和
 　　　・　　　　　・ 同 ・ 別

※児童との関係で、
　該当する場合に○印

※3歳未満の児童
○印

※3歳以上小学校修
了前の児童○印

※小学校修了後中学
校修了前の児童○印

岸和田　太郎 　　年　　月

平成

令和
 　　　・　　　　　・ 同 ・ 別

有
・
無

氏　　　　　　　名

キシワダ　タロウ

子

同一
・

維持

・未成年後見人
・父母指定者
・同居父母

有
・
無

同一
・

維持

・未成年後見人
・父母指定者
・同居父母

※認定・却下年月日 ※支給開始年月 ３歳以上小学校修了前分

     　　　年分所得額

有
・
無

児

童

（フ　リ　ガ　ナ）
続　柄 生　年　月　日

同居・別居
の別

海外留学をして
いる場合

の出国年月
住　　　　　　　　所

円

　　年　　月

有
・
無

　　年　　月

円

※

審

査

    　　　年分
所得の合計額

控

給与所得/公的年金所得を
有する場合の控除額
（上限100,000円）

一律控除額 雑損控除額 医療費控除額
小規模企業共済等

掛金控除額
障害者控除額

障　　人・特障　　人

    令和  令和         ・

加入している
公的年金制度

の種別

ア．厚生年金保険
（　　） 私立学校教職員共済
（　　） 国家公務員共済
（　　） 地方公務員等共済

イ．国民年金

ウ．その他
　（ 　　　　　  ）

　

所得の状況

譲渡所得の有無

・所得制限限度額未満
・所得制限限度額以上有　・　無 ３歳未満分

◎裏面の注意をよく読んでから記入してください。　　◎字は楷書（かいしょ）ではっきり書いてください。　　◎※印の欄は、記入しないでください。

備考（その他）
／

寡婦・ひとり親・勤労学生控除額

円 円 80,000円 円 円 円 円 円

※
「

児
童
」

の
欄
は
、

請
求
者
が
養
育
す
る
一
八
歳
に
達
す
る
日
以
後
の
最
初
の
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
あ
る
全
て
の
子
に
つ
い
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

請

求

者

職業
 ア．被用者
 イ．公務員
 ウ．被用者等でない者

性別

中学生分

計

※控除後の所得額 ※区分
※手当月額

厚生年金保険に〇をされた方で、

共済組合の組合員である場合は

左記括弧内に〇を記入してくだ

さい

うち70歳以上の同一生計配偶者及び老人扶養親族の合計数

人

（ ）直近２か月以内異動あり
直近２か月以内に就職、退職等により年

金資格情報に異動が生じた場合は、括弧

内に〇を記入してください

請求者は父・母のうちで所得の高

い方、同等の場合は児童の扶養

（健保・税）を取る方になります。

厚生年金等の被用者年金制度の加入者は「ア.被用者」

国民年金等は「ウ.被用者等でないもの」

「イ.公務員」を選択した場合は子ども家庭課では手続きで

きません。職場で児童手当の申請手続きを行ってください。

請求者名義の

口座に限ります。

配偶者や児童名義の口

座は指定できません。

※請求者の1月1日時点の住所が現住所と異なる場合のみ記入してください。

（岸和田市内の場合は記入不要です。）

※請求者が岸和田市に転入する前の住所を記入してください。

（左記の１月１日時点住所と同様の場合は記入不要です。）

「イ．公務員」に○した場合は、

勤務先を記入してください。

※配偶者の1月1日時点の住所が現住所と異なる場合のみ記入してください。

（岸和田市内の場合は記入不要です。）

配偶者の現住所が、請求者と異なる場合のみ記入してください。

太枠内の欄は記入しないでく

ださい（色付きの欄）。

請求者からみた続柄（子）を記入

実子以外の児童がいる場合は養育

申立書が必要です。担当へお問い

合わせください。

別居の児童がいる場合

は別居監護申立書が必

要です。担当へお問い

合わせください。

請求者が加入している公的年金制度の種別についてア.イ.ウのいずれかに〇をし

てください。「職業」欄で「ア.被用者」を選択した場合は「ア.厚生年金保険」

となります。「ウ.被用者等でない者」を選択した場合は「イ.国民年金」又は

「ウ.その他」となります。

共済組合員である場合は、ア.厚生年金保険に〇をして、該当する共済区分の括

弧内にも〇をしてください（例：（〇）私立学校教職員共済）。

国家公務員共済又は地方公務員等共済に〇された方で、３歳未満の児童がいる

場合は、健康保険証写し又は年金加入証明の提出が必要です。

詳しくは、別紙「年金加入証明」をご確認ください。

直近２か月以内に、転職や退職

等により加入している年金資格

情報に変更が生じた方は括弧内

に〇を記入してください。

※1月1日時点の住所記入欄について

支給開始月によって1月1日の属する年が異なります。

支給開始月は出生月・転入月の翌月です。

支給開始月が１月～ ５月の場合 → 前年１月１日時点の住所地

支給開始月が６月～ 12月の場合 → 本年１月１日時点の住所地

マイナンバーによる情報連携で所得、年金、住民票情報等を必要に応じて確認します。

なお、情報が確認できない場合は所定書類の提出をお願いすることがあります。
記入した日付

公金受取口座

を利用するを

☑された場合

は金融機関の

記入は不要で

す。


